
産業・財政

　商業事業所数
単位：事業所

市　町　村　名 市　町　村　名

県　　　計

県 北 地 域 会 津 地 域
福 島 市 会 津 若 松 市
二 本 松 市 喜 多 方 市
伊 達 市 北 塩 原 村
本 宮 市 西 会 津 町
桑 折 町 磐 梯 町
国 見 町 猪 苗 代 町
川 俣 町 会 津 坂 下 町
大 玉 村 湯 川 村

柳 津 町
県 中 地 域 三 島 町
郡 山 市 金 山 町
須 賀 川 市 昭 和 村
田 村 市 会 津 美 里 町
鏡 石 町
天 栄 村 南 会 津 地 域
石 川 町 下 郷 町
玉 川 村 檜 枝 岐 村
平 田 村 只 見 町
浅 川 町 南 会 津 町
古 殿 町
三 春 町 相 双 地 域
小 野 町 相 馬 市

南 相 馬 市
県 南 地 域 広 野 町
白 河 市 楢 葉 町
西 郷 村 富 岡 町
泉 崎 村 川 内 村
中 島 村 大 熊 町
矢 吹 町 双 葉 町
棚 倉 町 浪 江 町
矢 祭 町 葛 尾 村
塙 町 新 地 町
鮫 川 村 飯 舘 村

い わ き 地 域
い わ き 市

・資料出所：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

・調査時点：平成24年2月1日

・調査周期：5年

・参考：卸売・小売業の合計（民営事業所）

　注1 ） 東日本大震災の影響により、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村は全域、田村市、

　　   南相馬市、川俣町、川内村は一部の地域が調査対象外となった。

　注2 ） 管理・補助的経済活動を行う事業所、産業細分類が格付不能の事業所、卸売の商品販売額、小売の商品販

　　　売額及び仲介手数料のいずれの金額も無い事業所は含まない。

　注3 ） 上記注2の理由により、都道府県編の商業事業所数の数値とは一致しない。

事業所数 事業所数

産業・財政

　製造品出荷額等
単位：万円

市　町　村　名 市　町　村　名

県　　　計

県 北 地 域 会 津 地 域
福 島 市 会 津 若 松 市
二 本 松 市 喜 多 方 市
伊 達 市 北 塩 原 村
本 宮 市 西 会 津 町
桑 折 町 磐 梯 町
国 見 町 猪 苗 代 町
川 俣 町 会 津 坂 下 町
大 玉 村 湯 川 村

柳 津 町
県 中 地 域 三 島 町
郡 山 市 金 山 町
須 賀 川 市 昭 和 村
田 村 市 会 津 美 里 町
鏡 石 町
天 栄 村 南 会 津 地 域
石 川 町 下 郷 町
玉 川 村 檜 枝 岐 村
平 田 村 只 見 町
浅 川 町 南 会 津 町
古 殿 町
三 春 町 相 双 地 域
小 野 町 相 馬 市

南 相 馬 市
県 南 地 域 広 野 町
白 河 市 楢 葉 町
西 郷 村 富 岡 町
泉 崎 村 川 内 村
中 島 村 大 熊 町
矢 吹 町 双 葉 町
棚 倉 町 浪 江 町
矢 祭 町 葛 尾 村
塙 町 新 地 町
鮫 川 村 飯 舘 村

い わ き 地 域
い わ き 市

・資料出所：県統計課「工業統計調査結果報告書」

・調査時点：平成25年12月31日

・調査周期：毎年

・参考：従業者4人以上の事業所

　注１）　東日本大震災の影響により、調査員の確保が困難な以下の地域においては、経済産業省が郵送

　　　調査を実施した。

〈全域を郵送調査により実施した町村〉

　双葉郡広野町・川内村

〈一部の地域を郵送調査により実施した市町村〉

　注2）　個々の事業所の数値が特定されないよう、事業所数が少ない町村の場合数値を『Ｘ』 で示し秘匿

出荷額等 出荷額等

　　している。

 相馬市、田村市、南相馬市、双葉郡楢葉町・富岡町・双葉町・浪江町・葛尾村、相馬郡飯舘村
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